
減少である。
　毎年５月１日の小・中・高等学校における幼児・児童・生徒数の推移について表したものが図１－１である。
　近年の在学者数の減少傾向は著しく、小学校在籍児童数で見ると、戦後２度目のピークである昭和５７年の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　調査結果の概要

(１)　学校数・在籍者数

　平成１３年度の学校数は国公私立併せて小学校７９２校、中学校３７８校、高等学校１８６校、盲学校４校、 
聾学校５校、養護学校３１校、幼稚園５３０校である。前年度に比べ小学校で３校、中学校で１校、幼稚園で７校の

４４８，８８２人以降は連続的に減少傾向にあり、平成１３年度の小学校在籍児童数で２９３，９７６人で、
昭和２７年の調査以降過去最低である。

図１－１　幼稚園・小・中・高等学校　幼児・児童・生徒数の推移（表２より）
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(２)　入学者・入園者・第１学年児童生徒数

幼児・児童・生徒数の盲・聾・養護学校について表したものが図１－２である。
平成１３年度の在籍幼児児童生徒数は盲学校で１７８人、聾学校で２９５人、養護学校で３，１７８人である。障害別内訳で見ると
知的障害が２，４０１人、肢体不自由が６３９人、病弱が１３８人である。

　過去２０年間の入学者・入園者数の推移を表したものが図２である。
平成１３年度の入学状況は幼稚園（３歳・４歳・５歳入園の合計）で２６，８５１人、小学校（第１学年数）で４８，９９９人、
中学校（第１学年）で５３，０８６人、高等学校（本科）で５６，３０５人であり、小学校以外の学校種別で減少傾向が見られる。

図１－２　盲・聾・養護学校　幼児・児童・生徒数の推移（表２、表１４より）
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(３)　中学校卒業後の状況

　中学校卒業者の進路状況は、図３のとおりである。卒業者
総数５９，１５２人のうち、高等学校等進学者は、５７，００３人、
専修学校等入学者２７４人、公共職業能力開発施設等入学者
１２０人、就職者５２９人、左記以外・死亡・不詳１，２２６人で
ある。
　また、就職進学者は高等学校等進学者のうち、
２５人（０．０％）、専修学校等入学者のうち１人（０．０％）、
公共職業能力開発施設等入学者のうち０人（０．０％）である。

　中学校卒業者の進学率・就職率の推移は、図４のとおりで
ある。
　平成１２年度（平成１３年３月卒）における本県の進学率は
９６．４％で前年度から０．４％下降しており、就職率は
０．９％で前年度から０．１％上昇している。

図３　中学校卒業者の進路状況（表５より）
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５，３９８人である。

　高等学校卒業者の進学率・就職率の推移は、図６のとおりである。
　平成１２年度（平成１３年卒）における本県の進学率は４３．８％で
前年度から０．９％下降し、就職率は１８．５％で過去最低となった
前年度より０．９％上昇している。

　高等学校卒業者のうち、専修学校等及び公共職業能力開発施設への進路状況は、図７のとおりである。
平成１２年度卒業者のうち入学者数は１５，４１１人（２８．２％）であり、昨年度から１．０％の上昇である。

専修学校等入学者は１５，１６７人、公共職業能力開発施設等
入学者は２４４人、就職者９，９４０人、無業者・死亡・不詳

　また、進学者のうち、就職進学者は大学等進学者のうち
１３人（０．０％）、専修学校等入学者のうち１６９人（０．３％）、
公共職業能力開発施設等入学者のうち１人（０．０％）である。
　

(４)　高等学校卒業後の状況

　高等学校卒業者の進路状況は図５のとおりである。　　
卒業者総数５４，６７１人のうち、大学等進学者は２３，９２２人、

図５　高等学校卒業後の進路状況（表７より）
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図６　高等学校卒業者の大学等進学率・就職率（表９より）
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 公立全日制高等学校から大学・短期大学等に進学した
１４，２３０人のうち、大学・短期大学への国・公・私立別
進学状況は図８のとおりである。
　最も多いのが私立大学への入学者で７，９２８人、
ついで国立大学３，０５９人、私立短期大学２，０６４人、
公立大学９５３人、国立短期大学５１人、
その他（大学・短期大学の別科、高等学校の専攻科
及び盲・聾・養護学校高等部専攻科等へ進学した者）
６２人となっている。

　　大学進学者で見ると、男女いずれも社会科学関係でもっと多く、全体で３８．３％、男子で４１．８％、女子で３３．９％と
なっている。次いで男子で多いのは工学関係で３５．３％、一方女子では人文科学が３１．４パーセントを占めている。
（図中のその他には商船、家政、芸術、その他を含む。）

私立大学・短期大学への進学者は７１．１％から７０．２％に減少し、国公立への進学者が増加している傾向にある。

　　公立全日制高等学校卒業者の大学・短期大学等への専攻別進学状況は図９のとおりである。男子の大学進学者は
６，６４９人、女子の大学進学者は５，２９１人である。

　　大学と短大の比較では、大学に進学した卒業者の全体に対する割合が昨年の８２．３％から８３．９％に上昇したのに
対し、短期大学への進学者は１７．２％から１５．７％へ減少しており、大学への進学割合が増加している。
　　国公私立別では、国公立大学・短期大学の進学者の割合が２８．４％から２９．３％に上昇したのに対し、

図８　高等学校卒業者の大学・短期大学への
国・公・私立別進学状況

［公立・全日制］（表１０より）
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図９　高等学校卒業者の大学への男女別、専攻別進学状況［公立・全日制］（表１１より）
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販売従事者であり、男子では２４１人（１２．６％）、女子では２００人（１３．２％）である。

　　　図１１　高等学校定時制課程在籍生徒の男女別就業状況（公立）（表１２より）

 公立全日制高等学校卒業者の短期大学への専攻別進学状況は図１０のとおりである。男子の短期大学進学者は２２６人、
女子の短期大学進学者は２，００２人である。
　男子で多いのは工業関係で３８．１％、次いで教育１５．５％、保健１０．６％となっている。女子では家政関係がもっと多く
３５．９％を占め、次いで教育２５．０％、人文１５．２％となっている。

最も多く、男子では１，１０２人（５７．６％）、女子では１，０８８人（７１．６％）である。次いで多いのが男女共に

（図中のその他には教養、理数、農業、その他を含む。）

　(５)　定時制課程在籍生徒の男女別就業状況

 高等学校定時制課程の生徒の就業状況を男女別に表したものが図１１である。男女とも無業者の占める割合が
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図１０　高等学校卒業者の短期大学への男女別、専攻別進学状況［公立・全日制］（表１１より）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男

女

計

人

％

家政

人文

教育

保健

芸術

工業

社会

その他

家政　３２．６％ 人文１４．１％ 教育　２４．１％ 保健 芸術 工業 社会 その他

３５．９％ １５．２％ ２５．０％ ９．０％

３．１％

４．９％ １５．５％ １０．６％ ７．１％ ３８．１％ ９．７％

２２６

２，００２

２，２２８



図１３　学校教育法第７５条学級（特殊学級）の児童生徒数の障害別内訳（表１６より）

（６） 「学校教育法第７５条の学級」（特殊学級）の状況（公立）

 「学校教育法第７５条の学級」（特殊学級）の児童生徒数は、平成１３年度で小学校１，３２１人、
中学校６２９人である。図１２は過去１０年間の児童生徒数の推移であり、図１３は平成１３年度に
おける障害の状況の構成を表したものである。
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図１２　学校教育法第７５条学級（特殊学級）の児童生徒数の推移（表１６より）
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